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↑携帯ｻｲﾄへ

無料法律相談♪

公明党では気軽に弁護士に相談できる
無料の法律相談を行っています。
ご予約は栗原まで。

今後の開催予定

１０月１９日（土）商工振興センター
１１月１６日（土）商工振興センター
１２月２１日（土）商工振興センター

春日部市は８月５日から、全

国所定のコンビニエンススト

アで、住民票の写しと印鑑登

録証明書が取得できるサービ

スを始めました。

サービスを利用するには、多

目的利用登録をした住民基本

台帳カード（住基カード）が

必要です。

午前６時３０分から午後１１

時（１２月２９日～１月３日

は除く）まで利用できます。

手数料は２００円です。

８月現在では市内のセブンイ

レブン・サークルＫサンクス

・ローソンの約５０店舗とな

りますが、順次拡大の予定で

す。

栗原は、２０１０年３月定例

会をはじめ、何度も議会で取

り上げたり予算要望を続けて

きたものが一歩進みました。

→公明新聞

より

３月定例議会で「春日部市路上喫煙の防止

に関する条例」が可決され、１０月１日よ

り施行となりました。

この条例は、路上喫煙を防止することによ

り、火傷や火事、またポイ捨てによる環境

美かを損ねるなどという問題を予防するも

のです。

そのため、市内全域の道路、公園その他の

公共の場所で、路上喫煙しないよう努めな

ければならないとしました（努力義務）。

また、春日部駅周辺など人通りが多く、よ

り一層人へのやけどなどの被害が想定され

る路上などを「路上喫煙禁止区域」として

指定することにより、区域内では終日、喫

煙をやめるよう指導すると共に、従わなか

った者に対して、過料を科すことも定めま

した。ただし、禁止区域内であっても、喫

煙場所として指定した場所での喫煙は可能

です。

栗原は、２００４年

の法改正後、１２月

議会で取り上げ、以

来、継続して訴え続

け、やっと実現の運

びとなりました。

『住民票・印鑑登録証明書』がコンビニでとれます

『路上喫煙の防止に関する条例』が施行となりました



2013.10.01発行

投票所入場券に期日前投票の宣誓書を印刷しては？

車の自賠責保険みたいな火災基金条例を制定できないか？

道路冠水対策の進捗状況と、今すぐに取り組めば、県内初の
取り組みとなる止水板設置補助金を導入すべきでは？

答弁

◆期日前投票における宣誓書を投

票所入場券の裏側に印刷すること

は市民の利便性向上に有効である

ことは認識してるものの現状のシ

ステムリース契約が残っていると

いう課題があります。入場券に同

封し郵送することや、広報かすか

べに専用のページを印刷すること

も総選挙の急な解散、などそれぞ

れに課題があります。

そこで、まずは公民館等にあらか

じめ配布することにします。

環境省の作成した「災害時におけるペット対策ガイドライン」に
関連して、春日部市の災害時におけるペット対策については？
・避難所におけるペットの受け入れ・ペット同行避難訓練

答弁

◆県と一体となって会之堀川の改

修工事を行っております。緑町三

丁目の雨水対策事業の後に緑町１

丁目方面の排水対策工事を検討し

ています。

止水板設置事業は市としては土嚢

によって対応しているところです

が、今後の検討課題とさせて頂き

ます。

答弁

◆財政状況として見舞金の増額は

難しいものがあります。前例は少

なく、県内では戸田市が火災共済

事業を行っているものの任意加入

のために加入者の減少問題の課題

があるようです。他の自治体でも

加入者の減少の為に制度の廃止を

決めたところもあります。

春日部市として強制加入としての

制度を作成するには、さらに相当

規模の諸課題を研究する必要があ

りますので今後検討します。

答弁

◆春日部市として作成した地域防

災計画はこのガイドラインの内容

に沿ったものと認識しており、今

後は災害時におけるペット対策が

実効性のあるものとするために、

買い主責任は勿論、関連機関や自

主防災組織ときめ細かな協議を重

ねていきます。

交通安全対策として①自転車専用道路の拡充②信号機の設置

答弁

◆はくれん通りと市道５-３６４
号線の交差点は事故が多発する危

険な交差点です。市としても信号

機の設置を急いで貰います。ま

た、市道１－９号線、藤塚三本木

公園付近の信号機設置については

県に要望します。

歩行者と自転車による事故が急増

しています。自転車専用レーンに

つきましては関連機関と連携を図

り、協議の整った地域から順次拡

大していきます。


